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教育界において近年、「量」から「質」への転換が顕著である。2000 年 9 月に国連本
部で採択された「国連ミレニアム宣言（United Nations Millennium Declaration）」を
もとに、より豊かで安全な国際社会を目指すため「ミレニアム開発目標（Millennium 




は、2000 年は 83％であったが、2015 年には 91％に達したことに加え、初等教育を受
けることができていない適齢期の子どもの人数は 2000 年の 1 億人から 2015 年には
5,700 万人に半減した2。 
2015 年 9 月には国連本部にて持続可能な開発サミットが開催された。同サミットで
は、「持続可能な開発のための 2030 アジェンダ（the 2030 Agenda for Sustainable 
Development）」が全会一致で採択され、2016 年から 2030 年を期限とする国際目標「持
続可能な開発目標（Sustainable Development Goals：SDGs）」を掲げた3。SDGs は、
あらゆる形態の貧困に終止符を打つための取り組みをさらに推進することを目的とし、


















「村落読書センター（Village Reading Centre）」が各地に設置され、2000 年にはユネ
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スコ及び国連開発計画（United Nations Development Programme）によって CLC 事







また 2014 年 8 月に、国際図書館連盟（International Federation of Library 
Associations and Institutions：IFLA）は、SDGs 策定の動向を踏まえ、国連加盟国に
対してすべての人が必要な情報へのアクセスを可能とする社会の実現に向けた「情報へ
のアクセスと開発に関するリヨン宣言」を発表した14。さらに IFLA は、SDGs で定め
られている 17 の開発目標の達成に、図書館がどのように貢献するのかをまとめた「す
べての人にアクセスとチャンスを 国連 2030 アジェンダに図書館はどのように貢献す
るのか（ACCESS AND OPPORTUNITY FOR ALL : How libraries contribute to the 

















(Community Learning Centre : CLC)における学習活動 : カンボジア、ラオスの事例. 


















第 2 章では、「カンボジアにおけるノンフォーマル教育と CLC」を取り上げている。
初めにカンボジアの概要と CLC の設置過程を説明している。カンボジアでは 1994 年
に、ユネスコと日本ユネスコ協会連盟の支援を受け、初めて 3 州で CLC 活動が開始さ
れた。その後 1999 年にユネスコ・バンコク事務所の「アジア・太平洋地域万人のため
の教育事業（Asia-Pacific Programme of Education for All：APPEAL）」の支援を受け、
















により、2 つの村で CLC を設置するプロジェクトが着手され、2010 年現在、ラオス全










第 4 章で、「CLC の学習活動に参画した学習者の声」を 2 名紹介している。カンボジ
アの 20 歳女性は、貧しい家庭環境により小学校 2 年で学校を辞めたが今では知識を持
つことの大切さに気付いたという。また、ラオスの 17 歳の男性は、小学校 3 年生で中
退してしまったが、CLC で読み書きそろばんのほかに天然肥料の作り方やエイズやマ
ラリアなどについて学ぶことができたとの経験談が紹介されていた。 
第 5 章では、カンボジア・ラオスの CLC における学習・活動実践の類型化を試みて
いる。これまでの調査から、「識字教育を中心とした基礎教育の拡充」、「生計の向上」、








1.2.2 タイにおける CLC の位置づけに関する研究 
 次に、タイ北東部地域を対象として調査を実施した先行研究、「大安喜一. “第 5 章 タ
イのCLCにおける住民参加と行政”. コミュニティ学習センターにおける公共性の展開
に関する研究 : バングラデシュ、タイ及び日本の地域事例の検証. 大阪大学, 2014, 博
士 論 文 . 大 阪 大 学 リ ポ ジ ト リ , p.100-124. https://ir.library.osaka-
u.ac.jp/repo/ouka/all/33986/26836_%E8%AB%96%E6%96%87.pdf, ( 参照  2017-07-




している第 5 章「タイの CLC における住民参加と行政」を取り上げ、その要約を試み
る。 
タイでは CLC の普及が進み、2008 年に「ノンフォーマル教育・インフォーマル教育
促進法（Promotion of Non-Formal and Informal Education Act）」が制定された。同
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論文第 5 章では、このような行政による CLC の制度化の流れを受け、タイにおいて住
民がどのように CLC の活動に参加し、住民と CLC、CLC と他機関の協働がどう進め
られているかについて検討することを目的としている。同章は 3 節から構成されてい











次に、1999 年に制定された国家教育法、及び 2008 年制定のノンフォーマル教育・イ
ンフォーマル教育促進法を挙げ、タイの教育制度や 3 タイプの教育の存在について記述
している。そして、2008 年以降のノンフォーマル教育行政がノンフォーマル・インフ




いる。CLC の設置状況について、ONIE によって設置される CLC の数は 2011 年現在
で全国に 9,439 館ある一方で、コミュニティ自身によって設置・運営されている正確な
数は把握されていないことを、文献を用いて言及している。また、行政による CLC 制
度化の過程を示し、その中で形成されていった CLC の概念的枠組みを図示した。 














「ICT 活用、外国語学習など未来に向けた教育」の 7 つに分類できるとしている。 
第 2 節では、ウボン・ラチャタニ県の CLC で実施した調査について記述している。
ウボン・ラチャタニ県の基本情報や訪問した 4 館の CLC の概要を述べた後に、調査対
象者及びその方法について記している。大安の場合、対象者を「ONIE 及び CLC 職員」、




「基本的特徴」は、「CLC の主な機能」、「CLC の長所」、「CLC の問題点、課題」に
分け、それぞれ記述している。CLC の主な機能として、教育と訓練であるという点は、


















第 3 節では、現地調査の分析結果をもとに、CLC における住民と行政の関係につい
て、「住民参加」、「CLC におけるパートナーシップと協働」、「住民参加と行政の役割」



























CLC の活動内容について、現在の CLC の教育活動の中心はイクイバレンシー・プロ
グラムによる人々の教育レベルの底上げであるとしている。現在のタイにおける初等教








 先行研究では東南アジア諸国における CLC の位置づけについて学習活動の実態から











した人々を対象とした CLC の実態を明らかにした研究は、管見の限り見当たらない。 
 以上を踏まえ、本研究の目的を、「タイの CLC の実態を、北部山岳地帯のチェンライ
県におけるフィールドワークを通して明らかにし、CLC の役割を考察すること」とす
る。学校外教育、つまりノンフォーマル教育の拡充を世界的に見ても早い段階から計画








3 点から解明する。1 点目は、ライブラリーを含めた CLC のノンフォーマル教育施設
及び学校外教育施設としての現在の実態である。2 点目は、CLC 内で実施されている教
育プログラムの内容である。3 点目は、CLC 職員と教育プログラム参加者の CLC との
関係について取り上げる。そして、上記 3 点を通して CLC の実態と役割を解明する。
本研究の構図は図 1.1 の通りである。 
 
 





本研究の意義は次の 2 点が考えられる。まず 1 点目として、他国にてイクイバレンシ
ー・プログラムなど、ノンフォーマル教育導入の際の参考事例の 1 つとして、本研究で














また、フィールドワークは 2016 年 9 月 23 日から同年 10 月 1 日まで、対象地域に滞
在し実施した。訪問調査では実際に CLC を訪れ、館内の様子や設備の実態を見聞した。
さらに、CLC 関係者を対象に、半構造化面接及び質問紙形式を併用し、一部通訳を介
しながらインタビュー調査を実施した。当該調査における CLC 関係者とは CLC の職







を対象とした。チェンセーン郡で 5 館、メーチャン郡で 1 館、メーファールアン郡で 2
館、計 8 館の CLC を訪問し、CLC 職員及び教育プログラムの参加者から聞き取りを行
った。各 CLC の職員及び教育プログラム参加者の内訳は表 1.1 及び表 1.2 の通りであ
る。 







査ではバンセオ・タムボン CLC に勤務する 1 名にインタビュー調査を実施した。「ラ
イブラリアン」とは、地域ライブラリー型の CLC であるチェンセーン・プリンセスシ
リントーン・ライブラリーで勤務する職員 2 名を指す。以後、この 3 種類の職種の表記
については、「教師」、「アドバイザー」、「ライブラリアン」とする。 
なお、「調査 CLC」とは、インタビュー調査を実施した CLC をそれぞれ示している。 
 
表 1.1 CLC 職員（教師・アドバイザー・ライブラリアン）の基本情報 
仮名 職種 性別 年代 調査 CLC 
ナッチャー ライブラリアン 女性 20 代 
チェンセーン・プリンセスシ
リントーン・ライブラリー 
パナラット ライブラリアン 女性 20 代 
チェンセーン・プリンセスシ
リントーン・ライブラリー 
プロイ 教師 女性 40 代 ファイコイロイ CLC 
ソンサック 教師 男性 40 代 アヨアナマイ CLC 
カノックワン 教師 女性 40 代 バンラオシャップ CLC 
ソンチャイ 教師 男性 50 代 バンセオ・タムボン CLC 
タナワット アドバイザー 男性 50 代 バンセオ・タムボン CLC 
 
表 1.2 教育プログラム参加者の基本情報 
仮名 参加プログラム 性別 年代 出身国・地域 調査 CLC 

























女性 40 代 チェンセーン郡 CLC 外での調査21 
11 
 
パヌポーン 前期・後期中等 男性 40 代 チェンセーン郡 
プラタート・パンガオ
寺院 CLC 
ブンミー 初等教育 男性 50 代 ミャンマー ファイコイロイ CLC 






























図 1.2 タイ王国 
出典：外務省. “タイ王国”. アジア. 
http://www.mofa.go.jp/mofaj/area/thailand/index.html, (参照 2018-01-08). 
 
 
図 1.3 チェンライ県及び各郡の地図 
出典：旅行のとも、ZenTech. “チェンラーイ県地図”. 
http://www2m.biglobe.ne.jp/ZenTech/world/map/thailand/Map-Thailand-Province-


































 タノム首相らは国外へ逃亡し、1974 年 11 月には次の政権の下で新たな憲法が公布さ
れ、民主化が進められた。一方で、同時期にベトナムをはじめとして東南アジアでは次々
に社会主義国家が誕生していった。タイ国内では軍や右派を中心に共産主義への反発が


















ック政権も退陣に追い込まれ、軍部によるクーデターが発生した。2016 年 10 月には、
それまで政治的混乱の調停者としての役割を担ってきたプミポン国王が崩御し、長男の
ワチラロンコン国王（マハ－・ワチラロンコン・ボテインタラーテーパヤワランクーン）












































































 タイでは、国民約 6,700 万人のうち 94.6%の人々によって上座部仏教が信仰されてい
る31。次いで 4.3％の人々がイスラム教を信仰しているほか、1％ほどの人々はキリスト
教を信仰している。表 1.3 はタイにおける各宗教人口の詳細な内訳である。 
 
表 1.3 タイ国内で各宗教を信仰する人数（2015 年） 
宗教 合計人数 構成比（％） 
仏教 63,620,298 94.6 
イスラム教 2,892,311 4.3 
キリスト教 687,589 1.0 
ヒンドゥー教 22,110 0.03 
儒教 1,030 0.0015 
シク教 716 0.0011 
その他 1,583 0.0023 
無宗教 2,925 0.0043 
人口合計 67,228,562  
出典：National Statistical Office Ministry of Information and Communication 
Technology. “Year 2015-2016 Statistical tables PDF Table 4 Population by religion, 
region and area, 2015”. Report on Population Characteristics The 2015 - 2016 






















































タイでは現在、初等教育機関として 6 年間の初等学校、中等教育機関として 3 年間の
前期中等学校、及び 3 年間の後期中等学校、そして高等教育機関として 4 年間の大学が
存在する。つまり、原則として 6・3・3・4 制を取っている。義務教育期間は、6 歳か
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普及前後の歴史的変遷について明らかにすることである。まず 2.1 では、CLC の設置
経緯と CLC を取り巻く国際的な動向について時系列に沿って記述し、国際社会におい
て CLC がどのような位置づけにあるのかを示す。次に、2.2 において東南アジア諸国
の CLC、特にベトナム、インドネシア、ラオス、カンボジアの 4 か国の CLC の設置経
緯と現状について記述する。この 4 か国を選択した理由として、東南アジア諸国の中で
もタイを含めて特に CLC の設置・普及が進んでいることが挙げられる。タイ近隣諸国














コ加盟国代表者会議（Regional Meeting of Representatives of Asian Member States 
on Primary and Compulsory Education）」まで遡る。この会議は、ユネスコの主催に





「教育の完全普及に関するアジア・太平洋地域事業（Asia-Pacific Programme of 
Education for All：APPEAL）」を、バンコク事務所を拠点に発足させた。APPEAL で
は、アジア・太平洋地域における「非識字の解消」、「初等教育の完全普及」、「継続教育
の振興」の達成を目指し、ノンフォーマル教育や生涯学習に係る活動を実施している。


















の教育世界会議（World Conference on Education for All）」が開催された。この会議は
ユネスコ、ユニセフ、国連開発計画（UNDP）、世界銀行が共同で開催し、子どもだけ
でなくすべての人々に基礎教育の機会を提供することを、世界共通の目標として掲げて
いる。さらに、この会議では『万人のための教育世界宣言（World Declaration on 
Education for All）』において初等教育の完全普及や教育機会の男女平等化を目標とし
たことに加え、『基礎的な学習ニーズを満たすための行動枠組み（Framework For 








ような学校外教育施設として CLC は普及することとなった。 
  
2.1.2 コミュニティ学習センターの設立と普及 
 1998 年に APPEAL の事業として開始された当初、CLC は学校教育を受ける機会を
逃した貧困層の人々のために、識字教育や継続教育の機会を確保する施設として計画さ
れた。これは、2.1.1 において前述した APPEAL 発足時の目標、つまり「非識字の解
消」、「初等教育の完全普及」、「継続教育の振興」を達成するための施設として、CLC が
位置づけられたことを意味する。また、ユネスコ・バンコク事務所が発表した『コミュ
ニティ学習センター：アジア諸国報告書（Community Learning Centres : Country 
24 
 
Report from Asia）』では、CLC の主な機能として、「教育と識字（Education and 
literacy）」「職業訓練（Training）」「コミュニティ開発や文化の発展（Community and 




ォーラム 2000（World Education Forum 2000）」が開催された。1990 年代の EFA 達
成に向けた取り組みは一定の成果を上げたが、未だに子どもが学校に通うことのできな
いケースや識字能力が十分でない成人が多く存在する状況を踏まえ、この会議では





 さらに、同年 9 月には国連主催のもとでより安全で豊かな 21 世紀の国際社会構築の
ための目標として、「国連ミレニアム宣言」を採択した。本宣言と世界教育フォーラム
をはじめとするこれまでの国際会議や様々な分野のサミットでの開発目標をまとめた
ものが、ミレニアム開発目標（MDGs）である5。MDGs では 2015 年までに国際社会が
達成すべき主要な 8 つの目標、「1. 極度の貧困と飢餓の撲滅」、「2. 普遍的な初等教育
の達成」、「3. ジェンダー平等の推進と女性の地位向上」、「4. 乳幼児死亡率の削減」、「5. 
妊産婦の健康の改善」、「6. HIV/エイズ、マラリア、その他の疾病のまん延防止」、「7. 環
境の持続可能性を確保」、「8. 開発のためのグローバルなパートナーシップの推進」が






る世界首脳会議（World Summit on Sustainable Development）」が開催された。1992
年のブラジル・リオデジャネイロで開催された「国連環境開発会議（United Nations 




から 2014 年までを期間とする「持続可能な開発のための教育（Education for 










MDGs の達成期限である 2015 年の 5 月にはユネスコ主導のもと、韓国の仁川におい
て「世界教育フォーラム 2015（World Education Forum 2015）」が開催された。この










 2015 年 9 月に開催された国連持続可能な開発サミットでは、MDGs の目標達成状況
とその課題を踏まえ、2030 年までの MDGs の後継として SDGs が採択されている。
SDGs は、あらゆる形態の貧困に終止符を打つための取り組みをさらに推進することを
目的とし、2030 年までの期限付きで 17 の目標を掲げている11。特に目標 4 では、前述
した通り、「すべての人々に包摂的かつ公平で質の高い教育を提供し、生涯学習の機会






2.2 東南アジア諸国における CLC の状況 
 本節では、東南アジア諸国のうち、先行研究をもとにベトナム、インドネシア、ラオ
ス、カンボジアの 4 か国の CLC の概況について記す。 
 
2.2.1 ベトナムの CLC の状況 









ジェクト CLC による設置が進められていたが、2003 年の「万人のための教育国家行動
計画」において、ベトナム政府が CLC の全国普及を政府目標として掲げたため、急速
に CLC の開設が進んでいった。 









で設置されている CEC は、職業高校や大学レベルの内容を除いて、4 事業すべてを扱
うことと定められている。一方で同法では CLC を「村、区、町に設置される施設」と
して位置づけ、継続教育の事業のうち、「識字教育及び識字後教育」、「職業訓練・職能








2.2.2 インドネシアの CLC の状況 
インドネシア（インドネシア共和国）は、1 万 3,466 の島からなる、人口約 2 億 5,500
万人の立憲共和制国家である14。有人の島数は約 3000 とされており、多様な文化や民
族を有するため、地域間における教育レベルの格差が存在している15。 
インドネシアでは CLC が導入される以前に、政府が学校退学者を対象に学校教育と 
同等の教育の機会を与えることを目的とした「国家プログラム」を実施していた16。1998 
年に教育省ノンフォーマル・青少年総局（the Directorate General of Non-Formal 
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Education and Youth of National Education Department）が、社会的弱者を対象とし
てノンフォーマルプログラムを開始したことが、CLC の始まりとされている17。 
 1999 年にはユネスコの支援を受けた NGO による CLC 設置プロジェクトが実施さ
れた。この年から NGO や各自治体などの支援を得ながら CLC はインドネシアの各地
に普及していき、2001 年からは CLC は貧困削減のための一機関として、政策に明記さ
れるようになった18。さらに、2003 年には「国家教育システムに係る共和国法第 20 号
（Act of the Republic of Indonesia Number 20, Year 2003 on National Education 
System）」が制定され、ノンフォーマル教育機関としての CLC の役割が明文化された。 
 まず第 13 条において、インドネシアの教育体系は「フォーマル教育」、「ノンフォー
マル教育」、「インフォーマル教育」で構成され、互いに補完しあうことが明記されてい
る。第 26 条 4 項では、CLC をノンフォーマル教育施設の一つとして位置づけている。
さらに第 45 条 1 項では、ノンフォーマル教育施設の目的は、「学習者の身体的、知的、
社会的、情操的、精神活動的な向上・成長」であることが示されており、第 52 条、第
62 条では、ノンフォーマル教育施設、つまり CLC は政府やコミュニティが関与して設
置、運営することが定められている。2010 年には「教育運営規定第 17 号（Regulation 































る施設や事業は、ノンフォーマル教育局（Department of Non-formal Education：DNFE）
が所管となっている。 
しかし前述した通り、政府の教育予算は少なく、識字プログラムや初等教育プログラ
ムの支援が終了した後や、NGO による支援が終了した後に CLC が閉鎖される事態に
陥ってしまう可能性がある。多くの CLC にとって、支援終了後の持続が課題となって
いる27。 
このような事態を重く見た日本ユネスコ協会連盟は、2008 年から DNFE と連携し
て、使われなくなった地域の学習施設を再生し、国外からの支援がなくても持続可能な
CLC の運営に対する支援を開始した。対象地域は、ルアンパパン県の 4 郡 12 村とされ
ている。ラオスの行政担当者や地域の代表者らに、学習施設の運営のノウハウを学ぶ機
会を、 ベトナムへの海外研修という形を含めて提供している28。ユネスコ・バンコクの
2013 年の『国家報告書』（Country Report）によると、政府によって設立された CLC
は 23 件、NGO や民間の CLC は 275 件と報告されている29。 
ラオスにおいてノンフォーマル教育に関して規定している計画には、「EFA 国家行動








容は 3 段階のレベルに分かれており、レベル 1 を修了すると小学校 2 年生程度、レベ










も準備されている。さらに、ラオスでは妊産婦死亡率が人口 10 万人に対し死亡が 530








3 年間の「前期中等教育（中学校）」を合わせた 9 年間の義務教育からなる。義務教育
以降は、3 年間の「後期中等教育（高校）」、3 年または 7 年間の「技術高校・職業訓練
校」、そして 4 年間（学部によっては 7 年間）の「高等教育（大学）」となっている。し









て着手され、2000 年にはカンボジア政府の教育青年スポーツ省（the Ministry of 




業が着手された。その後、DNFE がユネスコの APPEAL の支援の下で、1999 年から
2001 年までタケオ、コンポンスプー、コンポントムで CLC パイロット・プロジェクト
を開始した。 
同プロジェクト後、DNFE が単独でその他の州の CLC 設置活動に取り組むようにな













では様々な NGO が CLC 設置の支援活動を実施している。 
2008 年 9 月には「ノンフォーマル教育国家行動計画 2008-2015（Non-Formal 
Education National Action Plan 2008-2015）」が政府によって発表された。同計画で
は、2015 年までの目標や具体的な教育プログラムの活動方針等を規定しながら、カン
ボジアにおける NFE 事業に取り組む政府の役割を示している37。特に CLC について
は、「地域住民や学校教育を受けなかった若者のニーズに応じるため、教育やコミュニ
ティ発展に関する情報を提供する場」と定義している。 
さらに 2015 年 7 月 30 日に、MoEYS は「CLC ミニマムスタンダード」を制定し、
シャンティ国際ボランティア会（Shanti Volunteer Association：SVA）の CLC 事業を
モデルとした CLC をカンボジア全土に普及させることを決定した。「CLC ミニマムス
タンダード」とは、カンボジアにおけるすべての CLC の設立、運営に関するガイドラ
インである38。このガイドラインの制定により、今後設立される CLC はこの基準を満
たすことが求められ、すでに設置されている CLC については、2 年以内にガイドライ
ンに沿って、認証を受けることが求められる。 







CLC 設置の結果、1994 年から 2003 年の間にシェムリアップ州の約 15,100 人とバ
ッタンバン州の約 17,600 人が、読み書きができるようになり、これらの州でおよそ
3,300 人が工芸品の職業訓練を受けることとなった。また、ウドン郡での識字教育とバ





本章では、CLC の設立・普及の経緯、及び東南アジア諸国 4 か国における CLC の活
動概要を明らかにしてきた。 
2.1 では CLC の設置経緯、及び CLC を取り巻く国際的な動向について時系列に沿っ





ンボジアの 4 か国の CLC の設置経緯と現状について明らかにした。主に「各国に CLC







は、CLC の存在意義を一層高めることとなった。東南アジア諸国 4 か国の CLC の活動
概要でも見られる通り、EFA の達成や ESD のためのノンフォーマル教育施設として、
CLC は 2000 年代以降その数を急速に増やしていった。 
CLC の設置数が増加することが、財政状況や職員不足等によって必ずしもすべての
国で EFA の達成に結びついているとは言い難い。しかし国際的な枠組みだけでなく、





1 UNESCO Bangkok. “Community Learning Centres (CLCs)”. 
http://www.unescobkk.org/education/literacy-and-lifelong-learning/community-
learning-centres-clcs/, (accessed 2017-10-30). 
2 大安喜一. コミュニティ学習センターにおける公共性の展開に関する研究 : バング










3 UNESCO Bangkok Asia and Pucific Regional Bureau for Education. 
COMMUNITY LEARNING CENTRES Country Reports from Asia, 2008, p.2. 
http://unesdoc.unesco.org/images/0016/001604/160492e.pdf, (accessed 2018-01-08). 
4 外務省. “万人のための質の高い教育 分野をめぐる国際潮流”. 
http://www.mofa.go.jp/mofaj/gaiko/oda/bunya/education/index.html, (参照 2017-11-
01). 
5  国連開発計画（UNDP）駐日代表事務所 . “ミレニアム開発目標（MDGs） ”. 
http://www.jp.undp.org/content/tokyo/ja/home/sdg/mdgoverview/mdgs.html, ( 参照 
2017-07-24). 
6  UNESCO Bangkok. “SUSTAINABILITY OF COMMUNITY LEARNING 
CENTRES : COMMUNITY OWNERSHIP AND SUPPORT Asia-Pacific Regional 
Action Research Studies”. 2011, 
http://unesdoc.unesco.org/images/0021/002146/214655E.pdf, (accessed 2017-07-24). 
7 2014 年 10 月には、岡山県で「ESD 推進のための公民館-CLC 国際会議 ～地域で学
び、共につくる持続可能な社会～」が開催された。同会議で策定された「岡山コミッ
トメント」では、「公民館・CLC における ESD の重要性と、ESD における公民館・
CLC の重要性の双方について、認識を広め支持を拡大する」ことが掲げられた。社会
教育推進全国協議会編. 社会教育・生涯学習ハンドブック 第 9 版. エイデル研究所. 
2017, p.890. 
8 文部科学省. “ESD（Education for Sustainable Development）”. 日本ユネスコ国内
員会. http://www.mext.go.jp/unesco/004/1339970.htm, (参照 20017-11-07). 
9 UNESCO(Fumiko Noguchi, Jose Roberto Guevara, Rika Yorozu). Communities in 
Action Lifelong Learning for Sustainable Development. 2015, p.14. 
http://unesdoc.unesco.org/images/0023/002341/234185e.pdf, (accessed 2017-11-07). 
10 文部科学省. “【仮訳】仁川（インチョン）宣言”. 
http://www.mext.go.jp/unesco/002/006/001/shiryo/attach/1360521.htm, (参照 2017-
11-03). 
11 国際連合広報センター. “持続可能な開発目標、2016 年 1 月 1 日に発行（概観）”. 
http://www.unic.or.jp/news_press/features_backgrounders/17430/, ( 参 照  2017-07-
24). 
12 谷和明. “ベトナムにおける CLC の発展と問題点”. 平成 20 年度『公民館の国際発
信に関する調査研究』海外のコミュニティ学習センターの動向にかかる総合調査研究 
報告書 第 1 部 アジア諸国における CLC の現状と課題. ユネスコ・アジア文化センタ
ー. 2009, p.29. http://www.accu.or.jp/litdbase/pub/pdf02/001.pdf, (参照 2017-12-23). 
13 谷和明. “第 4 章 ベトナムにおける CLC の発展と今後の課題”. アジア・太平洋地
域の社会開発を支援するコミュニティ学習施設に関する基礎的研究 研究成果報告書. 
手打明敏, 2012, p.47. 
14  Fasli Jalal. “Education for Sustainable Development: TheCase of Indonesia”. 







%B8%AE%E7%89%88_.pdf, (accessed 2018-01-08); 外務省. “インドネシア共和国”. 
外 務 省 .  http://www.mofa.go.jp/mofaj/area/indonesia/data.html#section1, ( 参 照 
2018-01-08). 
15 増田知子. “インドネシアにおける CLC”. 平成 20 年度『公民館の国際発信に関する
調査研究』海外のコミュニティ学習センターの動向にかかる総合調査研究 報告書 第
1 部 アジア諸国における CLC の現状と課題. ユネスコ・アジア文化センター. 2009, 
p.13.  http://www.accu.or.jp/litdbase/pub/pdf02/001.pdf, (参照 2018-01-08). 
16 前掲 3), p.44. (accessed 2018-01-08). 
17 CLC はインドネシア語で、PKBM（Pusat Kegiatan Belajar Masyarakat：日本
語に翻訳するとコミュニティー学習活動センター）と呼ばれている。増田知子. “イ
ンドネシアにおける CLC”. 平成 20 年度『公民館の国際発信に関する調査研究』海
外のコミュニティ学習センターの動向にかかる総合調査研究 報告書 第 1 部 アジア諸
国における CLC の現状と課題. ユネスコ・アジア文化センター. 2009, p.14. 
http://www.accu.or.jp/litdbase/pub/pdf02/001.pdf, (参照 2017-12-23). 
18 UNESCO Bangkok. “Indonesia”. Literacy and Lifelong Learning, 
http://www.unescobkk.org/en/education/literacy-and-lifelong-learning/community-
learning-centres-clcs/country-cases/indonesia/, (accessed 2017-11-09). 




20 前掲 3), p.47-48. (accessed 2018-01-08). 
21 前掲 3), p.44. (accessed 2018-01-08). 
22 Rr. Erna Hernawati. A Training Model for the Managers of Community Learning 
Centres Involved in the Training of Indonesian Workers for Foreign Jobs in an 
Effort to Improve their Working Skill. Developing Country Studies. 2013, Vol.3, 
No.1, p.1. 
23 JICA. “ラオス教育省高官が日本の教育現場を視察”. 日本の教育を手本に. 
http://www.jica.go.jp/topics/2010/20100421_01.html, (参照 2018-01-08). 
24 UNESCO Bangkok. “Country Report Community Learning Centres in Lao PDR”. 
Country Reports. 2013, p.1. 
http://www.unescobkk.org/fileadmin/user_upload/appeal/Literacy_and_Conrtinuing
_Education/CLC/reports_and_publications/2013/LAOS.pdf, (accessed 2018-01-08). 
25 UNESCO Bangkok. “Country Report Community Learning Centres in Lao PDR”. 




26 津曲真樹. ラオス教育セクター概説. 有限会社アイエムジー. 2012.10, p.12.  
http://jp.imgpartners.com/image/A5E9A5AAA5B9B6B5B0E9A5BBA5AFA5BFA1B
CB3B5C0E22012_Final.pdf, (参照 2018-01-08). 




28 2015 年 10 月の日本ユネスコ協会連盟の関係者へのインタビュー調査の際、このプ
ロジェクトは終了していることが明らかとなった。 
29 前掲 24), p.1. (accessed 2018-01-08). 
30 Lao People’s Democratic Republic Peace Independence Democracy Unity 
Prosperity. “Education for All National Plan of Action 2003-2015”. Lao People's 




ター （Community Learning Centre : CLC）における学習活動―カンボジア、ラオ
スの事例―. 中部教育学会紀要/中部教育学会. 2013, No.13, p.42. 
32 タイにおけるイクイバレンシー・プログラムと同義とされる。 
33 日本ユネスコ協会連盟. “世界寺子屋運動 ラオスプロジェクト情報”. 日本ユネス
コ 協会連盟. 2010, http://www.unesco.or.jp/contents/tera/report/pdf/lao2010.pdf, (参
照 2018-01-08). 
34 前掲 31), p.42. 
35 外務省. “カンボジア王国”. 諸外国・地域の学校状況.  
http://www.mofa.go.jp/mofaj/toko/world_school/01asia/infoC10300.html, (参照 2018-
01-08). 
36 Chiharu Kawakami. “The Potential of Community Learning Centers in 
Cambodia: An Approach by Means of the World TERAKOYA Movement”. DVV 
International.  http://www.iiz-dvv.de/index.php?article_id=1074&clang=1, 
(accessed 2018-01-08). 
37 Kingdom of Cambodia Nation Religion King Ministry of Education, Youth and 
Sports. “Non-Formal Education National Action Plan 2008-2015”.  
http://www.unesco.org/new/fileadmin/MULTIMEDIA/HQ/ED/pdf/Cambodia.pdf, 
(accessed 2018-01-08). 
38 シャンティ国際ボランティア会. “【コミュニティ図書館】SVA モデル政策化、カ
ンボ ジア全土普及へ”. シャンティブログ. http://sva.or.jp/wp/?p=15526, (参照 
2018-01-08). 
39 前掲 36), (accessed 2018-01-08). 
35 
 
3. タイにおける CLC の設置経緯・行政制度・活動内容の状況 
 第 2 章では国際社会における CLC の設置・普及の経緯を東南アジア諸国の事例を踏
まえながら明らかにした。「万人のための教育（EFA）」の達成や「持続可能な開発のた






CLC の設置経緯について記述する。3.2 ではタイの CLC の設置根拠となる「ノンフォ
ーマル教育・インフォーマル教育促進法（Promotion of Non-Formal and Informal 
Education Act）」について詳述する。3.3 では、先行研究や文献調査を通して明らかと
なっている、CLC の設置・運営形態について、タイの地方行政制度を踏まえながらま
とめる。3.4 ではタイの CLC で実施される教育プログラムの種類や教育プログラムに
関わる人々について、先行研究等から明らかになっている点を論じる。 
 










Reading Centre）」が各地に設置された。村落読書センターは CLC の前身施設である。
そして、1979 年に教育省内にノンフォーマル教育局が設立され、1982 年には CLC の
サンプル施設として、山岳少数民族に教育プログラムを提供する「山岳地帯教育コミュ
ニティ開発センター（Hill Area Education and Community Development Centre）」
が設置された。これらは、郡及び県のノンフォーマル教育部局の支援を受けながら、地
域住民によって運営された5。 
1991 年には、ノンフォーマル教育局がスパンブリー県で CLC のパイロット計画に
着手した。2000 年にはユネスコ及び国連開発計画（UNDP）によって CLC 事業が開始
されることとなった。2005 年までには、タイ教育省内のノンフォーマル教育委員会事
務局（Office of the Non-Formal Education Commission：ONFEC）により、タイの 76
36 
 

















ル教育局（Office of Non-Formal and Informal Education：ONIE）に名称を変更して
いる。現在では、ONIE をはじめとする政府主導によって設置されている CLC 数は
9,538 館に上り、それ以外に NGO や地域住民が独自で運営する CLC も多数存在して
いる12。 
 
3.2 タイにおける CLC の設置根拠 



















第 4条 この法律では以下のように規定する。  
















づけについて、同法第 3 条は次のように規定している。 
 







CLC の設置について以下のように規定している。  
  







    
上記において、CLC は政府と関連機関が協力して提供すべき施設として取り上げら
れており、CLC の設置はノンフォーマル教育及びインフォーマル教育の発展に寄与す
るとされている。また、第 14 条第 6 項では、ONIE の CLC に対する権限について記
述されている。  
 



































（ONIE）が存在している。ONIE と CLC の関係について示すため、タイの地方行政
の仕組みについて改めて論じる。 
 





















図 3.1 CLC に関わるノンフォーマル教育及びインフォーマル教育における行政 
出典：大安喜一. コミュニティ学習センターにおける公共性の展開に関する研究：バ
ングラデシュ、タイ及び日本の地域事例の検証. 大阪大学. 2014.3, 
https://ir.library.osaka-
u.ac.jp/repo/ouka/all/33986/26836_%E8%AB%96%E6%96%87.pdf, p.102; 手打明敏. 
“第 3 章 タイにおける NFE と CLC の現状と課題”. アジア・太平洋地域の社会開






3.3.2 CLC の運営体制と設置形態 












 手打は、2009 年の ONIE 職員からの聞き取りによって、CLC のタイプには 3 種類が
存在すると述べている17。「ONIE 支援型」、「他省庁、NGO、会社等の民間セクターが
設置・運営しているタイプ」、そして「地域の伝統的な生活文化を学ぶために地域社会
が設置・運営している Learning Resource Centre」である。このうち、「ONIE 支援型」




報告書：タイ CLC の広い利益に関する調査（The Country Report: THAILAND 















図 3.2 チェンライ県に設置される CLC の内訳 
出典：チェンライ県ノンフォーマル・インフォーマル教育局広報担当員への 2017 年 2
月 1 日のメール調査に基づき筆者作成 
 
 県内の 18 郡にはそれぞれノンフォーマル及びインフォーマル教育センターが設置さ
れており、その下部組織として、CLC や地域ライブラリーが設置されている。チェン
ライ県の 124 タムボン（Sub district）すべてにおいて、必ず 1 つの CLC が設置され
ている。また、メーファールアン郡には山岳民族を対象とした CLC が設置されている。
ノンフォーマル・インフォーマル教育センター及び山岳民族コミュニティ学習センター
以外の CLC の形態として、住民自らが設置し運営をする住民主導型 CLC や寺院に設
置される CLC、地域ライブラリー等が挙げられている。 
 
3.4 CLC における教育プログラム 
 本章ではタイにおける CLC の設置経緯や設置に関わる組織構成、運営形態、CLC の
設置形態の種類について論じてきた。第 4 章からの訪問調査の結果の導入にあたって、
確認すべき残りの事柄として、「タイの CLC では一般的にどのような活動が実施され
ているのか」が挙げられる。本節では、タイにおける CLC の活動状況、特に CLC 内で
実施される教育プログラムについて、先行研究や各種報告書をもとに明らかにする。 
ユネスコ・バンコク事務所が 2008 年に公表した報告書によると、タイの CLC の主
な活動内容は「教育と識字（Education and literacy）」、「職業訓練（Training）」、「コ
ミュニティ開発や文化の発展（Community and cultural development）」、「NGO 等の






















こでは、各節及び各項の記述内容に沿ってタイの CLC の全体像をまとめることとする。 
まず 3.1 では、タイにおける CLC の設置経緯について記述した。タイでは 1930 年
代から、非識字率の実態調査に取り組み始めており、政府も改善策として学校外教育に







急速に進み、2005 年までには政府によって 76 すべての県に CLC が設置された。 
3.2 では、タイの CLC の設置根拠となる「ノンフォーマル教育・インフォーマル教育
促進法」について条文を取り上げながら詳述した。「タイ国家教育法」と同様に、この
法律ではノンフォーマル教育やインフォーマル教育の定義を明確化している。さらに、









いて CLC が設置されていることが確認できた。3.3.2 では先行研究で明らかとなって
いるタイの CLC の運営体制や設置形態について記述した。設置形態においては、ONIE
が支援している CLC 以外に教育関連の NGO や民間セクターが出資して設置される
CLC も存在することに加え、チェンライ県では山岳民族の教育支援を行う CLC が設置
されていることも明らかとなった。 
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問調査で訪れたチェンライ県の CLC の施設概要について郡ごとにまとめる。最後に 4.3
を本章のまとめとし、ノンフォーマル教育施設としての CLC の全体像を論じる。 
 







本節ではチェンライ県の CLC の位置づけについて記述する。まず、タイの CLC の
設置・運営形態について概説する。第 3 章で示した通り、タイには多様な設置・運営形
態の CLC が存在する。CLC は設置地域ごとにその機能を変化させ、郡管轄の事務所や
寺院、学校、コミュニティホール、地域の高齢者施設等に設置されてきた。 
 チェンライ県における CLC の組織図は次ページの図 4.1 の通りである。県内の 18 郡
にはそれぞれノンフォーマル及びインフォーマル教育センターが設置されており、その
下部組織として、CLC や地域ライブラリーが設置されている。チェンライ県の 124 タ
ムボン（Sub district）すべてにおいて、必ず 1 つの CLC が設置されている。メーファ








図 4.1 チェンライ県に設置される CLC の内訳 
出典：チェンライ県ノンフォーマル・インフォーマル教育局広報担当員への 2017 年 2
月 1 日のメール調査に基づき筆者作成 
 
4.2 CLC の施設実態に関する調査  
 本節では、今回のフィールドワークにおいて実際に訪問した CLC の概要を記す。表
4.1 には訪問調査を実施した CLC の名称、及び CLC が設置されている郡の名称をまと
めた。訪問した CLC はいずれもチェンライ県内の 3 郡、チェンセーン郡、メーチャン
郡、メーファールアン郡に設置されている。 
 
表 4.1 チェンライ県において実施した訪問調査の結果 
CLC の名称 設置郡名 
プラタート・パンガオ寺院 CLC チェンセーン郡 
バンセオ・タムボン CLC チェンセーン郡 
ファイナンイェン村 CLC チェンセーン郡 







アヨアナマイ村 CLC  メーファールアン郡 
バンラオシャップ村 CLC  メーファールアン郡 
 




4.2.1 チェンセーン郡の CLC の施設実態 
チェンセーン郡においては、5 館の CLC にてフィールドワーク及びインタビュー調
査を実施した。5 館の CLC とは、「プラタート・パンガオ寺院 CLC（Wat Phrathat Pha-
Ngao CLC）」「バンセオ・タムボン CLC（Ban Saew Sub district CLC）」「ファイナン
イェン村 CLC（Huay Nam Yen Village CLC）」「ファイコイロイ村 CLC（Huay Koi 
Loi Village CLC）」「チェンセーン・プリンセスシリントーン・ライブラリー（Chiang 
Saen Princess Sirindhorn Library）」である。本項では、各 CLC についての概要を以
下に記す。 
 
(1) プラタート・パンガオ寺院 CLC 
「プラタート・パンガオ寺院 CLC（Wat Phrathat Pha-Ngao CLC）」は、ウィアン・









図 4.2 プラタート・パンガオ寺院 CLC 
 
施設内は、教育プログラムを実施する教室、20 台のコンピューターが設置されてい













図 4.4 プラタート・パンガオ寺院 CLC のライブラリー 
 
図 4.4 は、プラタート・パンガオ寺院 CLC のライブラリーの様子である。図 4.3 に
示した通り、プラタート・パンガオ寺院 CLC のライブラリーは、1 つの部屋として建
物左側に、独立したスペースを確保している。蔵書は、CLC で実施される教育プログ
ラムに応じて構成されており、政治、化学、建設業、生物分野等の図書が主となる。カ
ウンターには、図 4.5 のように図書の貸出を管理する名簿が置かれており、1 日 5、6 名
程度の貸出利用の記録が記載されている。また、名簿には利用者の年齢や職業を記入す
る欄があるが、ほとんどのライブラリー利用者が「0 歳から 15 歳未満」または「15 歳








図 4.5 プラタート・パンガオ寺院 CLC のライブラリーの職員カウンター 
 





図 4.6 プラタート・パンガオ寺院内の農園 
 
(2) バンセオ・タムボン CLC 
「バンセオ・タムボン CLC（Ban Saew Sub district CLC）」は、バンセオ・タムボ
ンに設置された、タムボン（行政区）が管轄の CLC である。図 4.7 はバンセオ・タム





図 4.7 バンセオ・タムボン CLC の館内図 
 
図 4.8 は CLC 館内を正面から撮影したものである。左側には、図 4.9 の通りイクイ
バレンシー・プログラム等の教育プログラムを実施するスペースが確保されている。
2015 年度は、初等教育 36 名、前期中等教育 65 名、後期中等教育 79 名の計 180 名が
各教育プログラムを受講し、その全員が修了している2。館内の右側には、図 4.10 のよ
うに 6 台のコンピューターが設置されている。 
 
 






図 4.9 バンセオ・タムボン CLC の教室 
 
 
図 4.10 バンセオ・タムボン CLC の PC コーナー 
 







図 4.11 バンセオ・タムボン CLC のライブラリー 
 
(3) ファイナンイェン村 CLC 
チェンセーン郡の「ファイナンイェン村 CLC（Huay Nam Yen Village CLC）」の施
設概要について記す。この CLC の館内図は図 4.12 の通りである。 
 
 
図 4.12 ファイナンイェン村 CLC の館内図 
 
これまでの 2 館と比較すると、小規模な CLC となっている。イクイバレンシー・プ
ログラムを実施するスペースには長方形の机が 2 台ほど奥のホワイトボードを向くよ








(4) ファイコイロイ村 CLC 
チェンセーン郡の「ファイコイロイ村 CLC（Huay Koi Loi Village CLC）」の施設概
要を記す。図 4.13 はファイコイロイ村 CLC の外観である。ファイナンイェン村 CLC
と同様に山岳地帯に設置されている CLC である。 
 
 
図 4.13 ファイコイロイ村 CLC 
 
CLC の館内図は図 4.14 の通りである。イクイバレンシー・プログラムを実施するス








図 4.14 ファイコイロイ村 CLC の館内図 
 
 









図 4.16 民族衣装の装飾 
 









チェンセーン郡の 5 館目の CLC として「チェンセーン・プリンセスシリントーン・
ライブラリー（Chiang Saen Princess Sirindhorn Library）」の施設概要を記す。チェ
ンセーン・プリンセスシリントーン・ライブラリーは、シリントーン王女の命により建

























図 4.20 チェンセーン・プリンセスシリントーン・ライブラリーの一般書架 
 
 
図 4.21 チェンセーン・プリンセスシリントーン・ライブラリーの児童書架 
 
 一般図書の書架は、小説や料理雑誌など、娯楽・実用に関する図書が中心に配架され





















4.2.2 メーチャン郡の CLC の施設実態 
 メーチャン郡では、「バンサンコン・ラーニングセンター（Ban San Kong Learning 
Centre）」を訪問した。この CLC はシンガポールの企業が出資して設置された。この
CLC は、山岳少数民族の伝統手工芸品を製作する場としての役割を持っており、観光







図 4.25 バンサンコン・ラーニングセンター内の販売所 A 
 
 











図 4.27 バンサンコン・ラーニングセンターの教室 
 











4.2.3 メーファールアン郡の CLC の施設実態 
メーファールアン郡では「アヨアナマイ村 CLC（Ban Ar Yo Anamai CLC）」と「バ





(1) アヨアナマイ村 CLC 
まず、アヨアナマイ村 CLC の施設概要について記す。アヨアナマイ村 CLC の外観
は図 4.29 であり、館内図は図 4.30 の通りである。 
 
 





図 4.30 アヨアナマイ村 CLC の館内図 
  












図 4.31 アヨアナマイ村 CLC の正面 
 
 









図 4.33 アヨアナマイ村 CLC 内の新聞コーナー 
 
 
図 4.34 アヨアナマイ村 CLC 内の掲示物 
 








図 4.35 アヨアナマイ村 CLC 内のライブラリー 
 
 
図 4.36 アヨアナマイ村 CLC の書架の様子 
 







図 4.37 アヨアナマイ村 CLC の書架に配架されている絵本 
 
 
図 4.38 アヨアナマイ村 CLC の書架に配架されている職業に関する技術書 
 
(2) バンラオシャップ村 CLC 
最後にバンラオシャップ村 CLC の施設概要を記す。アヨアナマイ村 CLC と同様に
メーファールアン郡山岳民族 CLC に分類される。バンラオシャップ村 CLC の外観は





図 4.39 バンラオシャップ村 CLC の外観（同 CLC の職員が撮影） 
 
 
図 4.40 バンラオシャップ村 CLC の館内図 
 


























図 4.43 バンラオシャップ村 CLC の教室内の雑誌コーナー 
 




図 4.44 バンラオシャップ村 CLC の広場 
 
4.3 本章のまとめ 
 ここまで、訪問調査を行った 8 館の CLC の施設概要をまとめた。CLC ごとに施設形
態は異なり、プログラム参加者の目的別に部屋が分けられている CLC が存在する一方




ースに分けられている CLC、つまりチェンセーン郡プラタート・パンガオ寺院 CLC や
メーファールアン郡アヨアナマイ村 CLC が挙げられる。後者の例としては、バンセオ・























教が伝播した各地で建立された。全国歴史教育研究協議会. 改訂版 世界史 B 用語集. 
山川出版社. 2008, p.37. 
2 CLC 内の館内掲示を参照 





5. チェンライ県における CLC の教育プログラムに関する調査結果 
 本章では、チェンライ県における CLC の教育プログラムの内容を明らかにする。内
容の検討にあたり、教育プログラムとし、イクイバレンシー・プログラム、職業プログ
ラム、その他のプログラムの 3 つに分類し分析を進める。本章の構成は次の通りであ
る。まず第 3 章でも取り上げたが、5.1 においてこれまでの研究で明らかとなっている
タイの CLC が実施している教育プログラムの内容について概説する。次に 5.2 では今
回のフィールドワークの調査結果を提示し、各 CLC で具体的にどのようなプログラム
が実施されているのかを地域ごとに項を分けて述べる。最後に 5.3 において、各 CLC
で実施される教育プログラムの実態についてまとめる。 
 
5.1 タイの CLC における教育プログラムの文献調査 






チェンライ県における CLC の教育プログラムの現状を記した研究や、CLC 職員及びプ
ログラム参加者が教育プログラムをどうとらえているのかを示した研究は管見の限り
見当たらない。 























の初等教育、3 年間の前期中等教育、3 年間の後期中等教育、原則 4 年間の高等教育（大







各国の CLC において実施されている教育プログラムを表にまとめている。表 5.1 は、
報告書に記載されている、タイの CLC の教育プログラムの一覧である。 
 



























出典：UNESCO Bangkok Asia and Pacific Programme of Education for All. コミュ
ニティ学習センター：アジア諸国報告書 Community Learning Centres Country 
























5.2 CLC における教育プログラムの実態調査 









本節は 3 項によって構成されており、それぞれ第 4 章で取り上げたチェンセーン郡、
メーチャン郡、メーファールアン郡の CLC の順に基づき、実施されている教育プログ





5.2.1 チェンセーン郡の CLC における教育プログラムの実態 
 本項では、チェンセーン郡の CLC で実施されている教育プログラムを取り上げる。




(1) プラタート・パンガオ寺院 CLC 
 1 館目として、「プラタート・パンガオ寺院 CLC（Wat Phrathat Pha-Ngao CLC）」


































(2) バンセオ・タムボン CLC 









師］は 1 人なので、全部そういうこともやっていて。【ソンチャイ】（［ ］内は筆
者が補記） 
 
 ソンチャイは教師の役割として、主に 3 つ挙げている。1 つ目は、前述したプラター
ト・パンガオ寺院 CLC と同様に、学校教育の学習を扱う「イクイバレンシー・プログ
ラムの実施」である。2 つ目に、プログラム参加者の職業技能習得を目的とした「職業




























(3) ファイナンイェン村 CLC 
続いて、「ファイナンイェン村 CLC（Huay Nam Yen village CLC）」の教育プログラ
ムについて説明する。この CLC では訪問調査当時のプログラム参加者であるシリラッ
トに話を聞くことができた。彼女は前期中等教育までは学校へ通っていたが、経済的理


































(4) ファイコイロイ村 CLC 
















































Princess Sirindhorn Library）」について記す。第 4 章でも取り上げたように、この CLC









   
図 5.1 チェンライ県に設置される CLC の内訳 
出典：チェンライ県ノンフォーマル・インフォーマル教育局広報担当員への 2017 年 2









図 5.2 チェンセーン・プリンセスシリントーン・ライブラリーの資料 
 
この資料には、チェンセーン・プリンセスシリントーン・ライブラリーで実施される
活動内容が記載されている。表 5.2 は、図 5.2 の資料に掲載されているチェンセーン・
プリンセスシリントーン・ライブラリーの読書推進事業の一部である。 
 












































19. ASEAN について学習する活動 
20. チェンセンの人々のための「生きる
























































































































































 後期中等教育 3 年次のパッチャリーは、ユニサと同様、大学受験の勉強の場として











 彼女は、母に連れられて幼稚園の頃からこの CLC を利用し始めたと話している。こ









5.2.2 メーチャン郡の CLC における教育プログラムの実態 
本項では、メーチャン郡の CLC において実施される教育プログラムを取り上げる。
メーチャン郡では、「バンサンコン・ラーニングセンター（Ban San Kong Learning 
Centre）」1 館の CLC において調査を行った。第 4 章において述べたように、バンサン
コン・ラーニングセンターはシンガポールの企業が出資して設置された CLC である。
実施されている教育プログラムには、山岳少数民族の伝統衣装のような、手工芸品の製






図 5.3 帽子やセーターなどの手工芸品 
 
 












と同様に CLC を訪れる観光客に販売しているとのことである。 
 
 





図 5.7 有機栽培の野菜で生成された飲み物 
 











5.2.3 メーファールアン郡の CLC における教育プログラムの実態 
 本項では、メーファールアン郡の CLC で実施されている教育プログラムについて、
フィールドワークの結果から明らかになったことを記す。図 5.9 は、第 3 章でも取り上
げた、チェンライ県に設置されている CLC の内訳である。図の通り、メーファールア





図 5.9 チェンライ県に設置される CLC の内訳 
出典：チェンライ県ノンフォーマル・インフォーマル教育局広報担当員への 2017 年 2
月 1 日のメール調査に基づき筆者作成 
 
 第 3 章でも言及した通り、メーファールアン郡にはアカ族やヤオ族のような山岳少数
民族を利用対象とした CLC が設置されている。このような CLC の教師は住み込みで
教育プログラムの活動を行う場合が多い。チェンライ県のノンフォーマル・インフォー
マル教育局広報担当員によると、1 タムボンの CLC では通常、65 人のプログラム参加
者につき 1 人の教師が配置されることとなっている。一方、メーファールアン郡の山岳
民族を対象とした CLC では、1 つの村につき 1 人の教師が配置されることとなってい
る。つまり、山岳民族を対象とした CLC では、教師の人数が不足していると言える。 





プログラムが実施されている。また、この CLC ではこれまで取り上げてきた CLC と







図 5.10 バイクの修理技術の職業プログラム（CLC 職員撮影） 
 
 
図 5.11 手工芸品の製作の職業プログラム（CLC 職員撮影） 
 







ー・プログラムを実施する場という 2 つの役割を兼ね備えた CLC となっていた。 
 
5.3 本章のまとめ 
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6. チェンライ県における CLC 関係者を対象としたインタビュー調査結果 
 本章では、4 章及び 5 章で取り上げたチェンライ県の CLC において、CLC 関係者を
対象にインタビュー調査を行い、彼らが CLC をどのような施設としてとらえ、CLC や
CLC の教育プログラムにどのように関わっているのかを明らかにする。ここで言う
CLC 関係者とは、CLC の職員及び CLC で実施される教育プログラム参加者、教育プ
ログラム参加経験者、CLC の施設利用者を指す。また、今回インタビュー調査を実施






が実施されたのかを述べる。6.2 及び 6.3 では、インタビュー調査から得られたデータ
をもとに CLC 関係者の実態を分析し、両節とも質問項目に沿って結果を示す。 
 
6.1 調査の枠組み 
 本節では、訪問した 11 館の CLC のうち、7 館の CLC において 16 名の CLC 関係者
を対象に実施したインタビュー調査の枠組みを「インタビュー手法」、「インタビューの


























②これまでの CLC の利用歴について 
③CLC の利用開始時期について 







ル教育及びインフォーマル教育局（Chiang Rai Provincial Office of Non-Formal and 
Informal Education、以下「当局」とする）の職員と連絡を取り、訪問日程や訪問する





6.2 CLC 職員を対象としたインタビュー調査結果 
 この節では、7 名の CLC 職員を対象としたインタビュー調査のデータを分析する。
6.1.1 において示した質問項目を用いたインタビュー調査によって得られたデータから、
「就業動機とやりがい」「CLC 職員としての今後の目標」「CLC と設置地域の関係」と
いう 3 項目を抽出し、分析を行った。7 名の回答者の属性は表 6.1 の通りである。 
 
表 6.1 CLC 職員（教師・アドバイザー・ライブラリアン）の基本情報 
仮名 職種 性別 年代 調査 CLC 
ナッチャー ライブラリアン 女性 20 代 
チェンセーン・プリンセスシ
リントーン・ライブラリー 
パナラット ライブラリアン 女性 20 代 
チェンセーン・プリンセスシ
リントーン・ライブラリー 
プロイ 教師 女性 40 代 ファイコイロイ CLC 
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ソンサック 教師 男性 40 代 アヨアナマイ CLC 
カノックワン 教師 女性 40 代 バンラオシャップ CLC 
ソンチャイ 教師 男性 50 代 バンセオ・タムボン CLC 
タナワット アドバイザー 男性 50 代 バンセオ・タムボン CLC 
 












CLC で働いており、現在の CLC では９年間その仕事に従事している。教職課程を学






















































































































 まず、教師として CLC に勤務しているソンチャイについてである。彼は今後の目標


































 同様に、“国外からの移住者”を利用対象層としている CLC において、教師として勤


















 また、山岳少数民族を主な利用対象としている CLC で教師として勤務するソンサッ








べていた。彼の CLC は政府から、「足るを知る経済（Sufficiency Economy）」を学習す
る施設のモデルとして評価され、グッドプラクティス賞を受賞したとのことである。 











































 二人の勤務する CLC は、村に橋を架けるような事業も行っていたとソンチャイは話
している。つまり、設置地域にとって CLC はただ学校教育プログラムを提供する場と
してだけでなく、直接地域の発展と結びつく活動を行う場としての側面も持っている。 













 ここから、ソンサックは「地域の一員」として CLC の教師となっていることがわか








6.3 CLC の教育プログラム参加者を対象としたインタビュー調査結果 
 本節では、CLC における教育プログラムの参加者（参加経験者、ライブラリー利用
者を含む）である 9 名を対象としたインタビュー調査のデータを分析する。6.2 と同様
に、インタビュー・データから「CLC に対して抱いていた印象」「CLC の利用経験」「教
育プログラム参加者の今後の目標」という 3 項目を抽出し、分析を行った。9 名の回答
者の属性は次ページの表 6.2 の通りである。 
 
表 6.2 回答者（CLC の教育プログラム参加者）の基本情報 
仮名 参加プログラム 性別 年代 出身国・地域 調査 CLC 

























女性 40 代 チェンセーン郡 CLC 外での調査5 
パヌポーン 前期・後期中等 男性 40 代 チェンセーン郡 
プラタート・パンガオ
寺院 CLC 
ブンミー 初等教育 男性 50 代 ミャンマー ファイコイロイ CLC 
フアンファー 初等教育 女性 50 代 ラオス ファイコイロイ CLC 
 








6.3.1 教育プログラム参加者が CLC に対して抱いた印象 

















































































6.3.2 教育プログラム参加者の CLC 利用経験 





時に隣にいた CLC 職員は、彼女のことを非常に優秀だと話していた。 



























































































































































 本章ではチェンライ県の CLC において、CLC 関係者を対象にインタビュー調査を行














職員が考える CLC と設置地域との関係について記述した。特に、CLC 職員は、各 CLC
の顔として勤務し、地域住民との信頼関係を築いていることが明らかとなった。地域の

















1 なお、国際基準の定義にならうと、タイは 2001 年に「高齢化社会」の時代に突入し
た。そして、2023 年には「高齢社会」に入ることが予測されている。日本が高齢化社
会に入ったのは 1970 年、高齢社会に入ったのは 1994 年である。これにかかった期間
（倍化年数と呼ぶ）の 24 年は、過去の先進国のいずれの場合よりも速かったため、世
界の関心を集めた。しかし、タイの倍化年数はこの日本の記録を上回る 22 年とされ
る。 末廣昭. タイ 中進国の模索. 岩波書店, 2009, p.118-119. 
2 チェンセーン・プリンセスシリントーン・ライブラリーは地域図書館型の CLC であ
るため、利用者はイクイバレンシー・プログラムの受講を目的としているのではな
く、ライブラリーの利用を主な目的としている。 
3 前掲 2) 
4 インタビュー調査を CLC 外で実施したため、通っていた CLC は不明であった。 
5 前掲 4) 
6 ゴールデントライアングルとは、ミャンマー、タイ、ラオスの 3 か国が接する山岳
地帯を指す。以前はケシの花の栽培が盛んであったが、現在は観光地となっている。 




















の 2 つを取り上げた。 
 第 2 章では、文献調査やウェブサイト調査で明らかとなった、CLC の概略史、及び
東南アジア諸国の他国の CLC の事例に関する記述を行った。CLC の概略史について
は、どのような経緯で国際社会において CLC が発案されたのか、また CLC がどのよ
うな目的をもって設置されているのかを、ユネスコの資料などをもとに記した。また、
東南アジア諸国の他の事例として、ベトナム、インドネシア、ラオス、カンボジアの 4
か国の CLC の設置経緯や活動の現状について記述した。 
第 3 章では、文献調査及びウェブサイト調査で明らかとなった、タイの CLC やノン
フォーマル教育・インフォーマル教育の制度的側面について記述した。まず、タイの
CLC の設置経緯、及び CLC の設置根拠となる「ノンフォーマル教育・インフォーマル
教育促進法」の条文の分析を行った。分析にあたって、ユネスコの国際教育計画研究所





CLC の行政体制についても記述している。そして、タイにおける CLC の活動概要や教
育プログラムの内容など、ユネスコの報告書をもとに整理し、次章から続く訪問調査の
結果の導入とした。 
第 4 章では、訪問調査の結果をもとに、CLC の施設実態を記述した。今回訪問調査
を実施した 8 館の CLC の施設概要として、館内図や施設内の様子について詳述してい
る。また、各 CLC のライブラリーの設置状況や PC の有無などに関しても言及した。 
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第 5 章では、訪問調査及びインタビュー調査によって明らかとなった、CLC で実施
される教育プログラムの実態を記した。インタビュー調査をもとに各 CLC のイクイバ
レンシー・プログラムや職業プログラムの実施状況を記した。 
 第 6 章では、訪問した CLC で勤務する人々や CLC で教育プログラムに参加してい
る、または参加した経験を持つ人々を対象に実施したインタビュー調査の結果をもとに、
CLC 関係者の CLC とのかかわり方について記述した。インタビュー調査では、CLC で
勤務する職員 7 名、CLC の教育プログラムに参加する、または参加した経験を持つ地
域住民 9 名の合計 16 名の CLC 関係者を対象としている。 
 前章までの結果を踏まえ本章では、フィールドワークを実施したチェンライ県 3 郡に
おける CLC の実態を、第 6 章までの結果をもとに記述し、CLC の地域や地域住民に対
する役割について考察していく。 
 
7.2 チェンライ県 3 郡における CLC の施設の実態 
 本節では、今回訪問調査を実施したチェンライ県 3 郡の CLC の施設の実態について
記述する。訪問調査を実施した CLC は、チェンセーン郡では「プラタート・パンガオ
寺院 CLC」、「バンセオ・タムボン CLC」、「ファイナンイェン村 CLC」、「ファイコイロ
イ村 CLC」、「チェンセーン・プリンセスシリントーン・ライブラリー」の 5 館である。
メーチャン郡では、「バンサンコン・ラーニングセンター」の 1 館である。メーファー
ルアン郡では、「アヨアナマイ村 CLC」、「バンラオシャップ村 CLC」の 2 館である。そ
れぞれの CLC の施設形態について、簡潔に記す。 









 ファイナンイェン村 CLC の館内は、教育プログラムを実施するスペースを中心とし
て、10 冊ほど配架されているブックシェルフや少なくとも 1 台の PC が確認できた。
ファイコイロイ村 CLC も同様に、教育プログラムの実施スペースが中心の館内となっ
ていた。また CLC の入り口付近には農園が設置されていた。 
一方で、チェンセーン・プリンセスシリントーン・ライブラリーは、ライブラリー機
能を中心とした CLC となっている。館内は、一般図書と児童図書のコーナーに分けら


































7.3 チェンライ県 3 郡における CLC の教育プログラムの実態 

















































7.4 チェンライ県 3 郡における CLC 関係者の実態 
 本節では、チェンライ県 3 郡の CLC 関係者の実態について、インタビュー調査をも
とに記述する。第 6 章でも示した通り、本論文では CLC 関係者を、「CLC 職員」及び
「プログラム参加者」の 2 つに分類している。同章では、CLC 関係者が CLC をどのよ




7.4.1 CLC 職員にとっての CLC 
チェンライ県 3 郡の CLC で勤務する CLC 職員について、3 つの観点からインタビ
ュー・データを分析し、その結果を記す。1 つ目の観点として、CLC 関係者の考える






 2 つ目の観点として、「CLC と CLC 職員の活動実態」が挙げられる。分析の結果か






活動を今後も継続していく姿勢を見せていた。そして 3 点目に、CLC 職員は漠然とし
た目標を掲げるのではなく、具体的な計画や方針を立てるために、地域住民のニーズや
抱える課題について検討していることが挙げられる。 
そして 3 つ目の観点は、「CLC と CLC 職員の地域との関係」についてである。この









 以上、今回インタビュー調査を実施したチェンライ県 3 郡の CLC で勤務する CLC




7.4.2 プログラム参加者にとっての CLC 






















7.5 チェンライ県 3 郡における CLC の役割 
 以上の「CLC の施設としての実態」、「教育プログラムの実態」、「CLC 関係者の実態」
を踏まえ、本節では北部チェンライ県 3 郡における、地域及びプログラム参加者に対す




生涯学習の拠点としての CLC」の 2 つが挙げられる。各役割について、以下で検討す
る。 
 
7.5.1 学校教育の補完のための教育施設としての CLC 




















 一方で、今回訪問調査を実施した CLC では、コンピューターやライブラリーを設置
していない CLC も確認された。特に、山岳民族のための CLC であるアヨアナマイ村












 以上の点から、今回訪問調査を行った 8 館の CLC のうち、ライブラリーが確認でき
た CLC は 5 館であった。また、チェンセーン・プリンセスシリントーンライブラリー







 一方で、今回確認できたライブラリーを持つ CLC のうち、チェンセーン・プリンセ
スシリントーン・ライブラリーを除く 4 館の CLC で、明確に貸出機能が確認できた
CLC はプラタート・パンガオ寺院 CLC1 館であった。その他の CLC では、図書を保存
する機能を持っているほか、参加者の館内閲覧が可能となっていた。 
 
7.5.2 生涯学習の拠点としての CLC 




































体で CLC の役割も徐々に変化していくものと考えられる。 
 
7.6 CLC の課題及び展望 
本節では、チェンライ県 3 郡の CLC における訪問調査及びインタビュー調査の結果
から見えてきた CLC の課題と展望について記述する。 
 
7.6.1 CLC の実態から導出される CLC の課題 
 CLC の課題については、調査結果から 2 点のことが言える。1 つ目に、CLC 間の施





る CLC が存在した。さらに、CLC によってコンピューターが設置されている場合と設
置されていない場合があり、またライブラリーのスペースが確保され図書も整頓されて
いる CLC と図書が平積みで置かれたままのライブラリーを持つ CLC の両方が確認さ
れた。 




は、CLC の教師は教育プログラムを参加者に提供するだけでなく CLC の設備の管理な
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7.6.2 CLC の実態を踏まえた今後の CLC の展望 















1 海老原智治. 仏暦 2543 年（1999）タイ国家教育法及び仏暦 2545 年（2001）タイ国
家教育法第 2 版 ―前半の日本語訳―
http://www.jfbkk.or.th/old/pdf/JL/2006/kiyou2006/16EBIHARA.pdf, (参照 2017-12-
23); Office of the National Education Commission Office of the Prime Minister, 
Thailand.  National Education Act of B.E. 2542 (1999). p.9. 
http://www.spr.ac.th/web/ebook/pdf/acteng/pdf.pdf, (accessed 2017-12-23). 















となった CLC の設置経緯、及び東南アジア諸国の CLC の実態について取り上げた。
CLC の設置経緯については、成人教育や継続教育に関する国際社会の動向も踏まえて
整理した。また、東南アジア諸国の事例として、ベトナム、インドネシア、ラオス、カ
ンボジアの 4 か国を取り上げ、各国における CLC の活動概要を記した。 






「4. チェンライ県における CLC の施設実態に関する調査結果」では、研究課題の 1
点目に挙げた CLC の「施設」の実態として、タイ北部地域のチェンライ県 3 郡におけ
るフィールドワークの調査結果を記述した。 
 「5. チェンライ県における CLC の教育プログラムに関する調査結果」においては、
2 点目の研究課題である CLC で実施される「教育プログラム」の実態について、チェ
ンライ県 3 郡でのフィールドワークから明らかになったことを記述した。 
 「6. チェンライ県における CLC 関係者を対象としたインタビュー調査結果」では、





教育施設」、「生涯学習拠点」の 2 つの役割が導出された。加えて、今後のタイの CLC
では、前者の役割以上に、後者の役割が重要性を増していくこととなる。一方で、設備
面や職員の雇用状況について課題が生じている点も明らかとなった。 
 本研究の調査の限界として、主に次の 2 点が考えられる。1 点目に、インタビュー調
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査の実施状況が挙げられる。今回は 8 館の CLC を訪問し、7 名の CLC 職員と 9 名の
教育プログラム参加者、合計 16 名の CLC 関係者を対象にインタビュー調査を実施し
た。タイにおいて政府主導で設置される CLC は 9,500 館を超えており、それ以外に
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